





An Examination of 'Work Support' Policy for the Mentally Disabled : 
A Critique of 'Half Welfare, Half Employment' System, Based on
a Recognition of 'Change and Continuity' in Treatment Principle
 KIMURA Atsushi　
Abstract
　'Work Support' became the chief matter in the current policy regarding health and 
welfare services for the mentally disabled. Then, social welfare policy became a part of the 
policy to create low wage worker and instability employed worker.  This represents a basic 
understanding of the problem, and is the hypothesis of this study.
　The aim of this study is the presentation of grounds for proving this hypothesis. Concretely, 
the following statements will be written.
１ 　The 'change' portion and the 'continuity' portion of treatment principle regarding the 
mentally disabled（from 'isolation and accommodation' to 'welfare'）in the following laws.
　１）The 'Law Regarding Custody of the Mentally Ill' 
　２）The 'Mental Hygiene Law' 
　３）The 'Mental Health Law'
　４）The 'Law Regarding Mental Health and Welfare Services for the Mentally Disabled'.
２　An outline of current work support policy for the mentally disabled.
３　To point out problems based on continuity of treatment principles.
４ 　To introduce some measures of work which may become key in solving the problems in 
work support policy.
５　To suggest new concept of income security to the mentally disabled. 
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 2  ）高木，［2008］，p.39。
 3  ）宇都宮，［2007］，p.73。
 4  ）宇都宮，［2007］，p.73。





































 6  ）山本等，［2006］，p. ８。
 7  ）山本等，［2006］，p. ７。
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働きたいというひとも勿論いる。自らアルバイトを探したり，
地域の精神障害者小規模作業所利用したりして働くことの意味を感じ取っていく人もいる。」（平林・
相川，［2005］，p.82。傍点＝筆者）などという論法は，この種の論調であるばかりでなく，作業所と
いう社会福祉援助の場における活動をも「労働」と位置づける資本制社会における賃金労働の意味に
ついての明らかな誤解があり，訂正されねばならない。
29）岡崎，［2008］，p.93。
精神障害者に対する「就労支援」施策についての考察
－処遇理念の「変化と継続」を認識した上での「半福祉・半就労」批判－（木村　敦）
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実在する。以下にその例を示すこととする。
　向谷地（2008）は，まず，現在労働者全体に失業問題や雇用不安が増大する中で，精
神障害者だけを切り取ってその就労問題について議論をしても現実味がない，と前提す
る32）。その上で，精神障害者の地域生活支援に取り組んできたソーシャルワーカーとして
の経験をもとに，「協働労働」という概念を提起している。協働労働とは，同じく向谷地
（2008）によると，「地域の抱える固有の生活課題の解消を目的に，働く人と市民が出資し，
民主的に経営し，責任を分かち合って，人と地域に役立つ仕事をおこす労働形態で『雇用
されない労働』（括弧種別変更=筆者）を謳い文句」33）とする，労働=賃金労働という近
代以降の労働観に根本的な修正を迫る新しい労働概念であると言えよう。向谷地は，賃金
労働が本質的に抱える，労働力の商品化による人間疎外という問題が，現代の労働者にとっ
ては日に日に深刻さを増しているという理解のもとに，その問題が精神障害者にとくに厳
しい形で現れていると主張する34）。そのような認識のもとに，向谷地は，精神保健福祉の
現場で，農水産物の産地直送事業等35）の経営に精神障害者が従事するなどの，「新しい労働」
の取り組みを続けてきた，と言うのである36）。
　雇用全体が危機に瀕し，多くの人々が雇用に不安を感じているこの国の現実にあって，
精神障害者を労働市場に組み込もうという政策は彼ら彼女らに何をもたらすのであろう
か。構造が「はじき出してきた」精神障害者をわずか２年の「就労移行支援」で労働市場
に「復帰」させることは，大量の低賃金不安定雇用労働者をつくり出すこと以外の何もの
でもないのである。精神障害者の雇用だけが安定するとは考えがたいのである。もし「社
会復帰」という言葉を使うなら，「『精神障害者のみの社会復帰』は，きわめて非現実的な
課題」37）に他ならないのである。向谷地らの提起した方向性を足がかりとして，「新しい
労働」とそれに向けての「就労支援」とが政策として実現する必要があろう。
 
30 ）賃金労働の典型たる一般就労を労働と考える人も，パートや「半就労」を労働と考える人も「いろ
いろいる」という意味，すなわちいわゆる「ニーズ論」ではなく，賃金労働のみを現代社会における
価値ある労働とみなす一元的思考に「実践という運動」によって修正を迫るという意味，すなわち「ソー
シャルアクション的方法」である。
31）向谷地，［2008］，p. ２，等。
32）向谷地，［2008］，p. ２。
33）向谷地，［2008］，p. ２。
34）向谷地，［2008］，p. ３。
35）浦河べてるの家，［2002］，p.45，p.55-58。
36）向谷地，［2008］，p. ２，［2009］，pp.21-22。
37）向谷地，［2009］，p.20。
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おわりに：「ベーシックインカム」と「包括的地域生活支援」の可能性
　就労支援というならば，本来は，「労働」による自己実現への支援と考えられるべきで
ある。
　しかし現実には低賃金不安定雇用労働者として精神障害者を労働市場に組み込もうとい
う政策でしかない。雇用労働の場，労働市場から長年にわたり精神障害者を排除してきた
政策への反省がそこにはない。「排除」よりさらにたちの悪い「包摂」である。
　精神障害当事者にとっても（そうでない者と同様に），まず雇用保障が要請される。「半
福祉・半就労」ではなく，「最低でも最低賃金」が保障される雇用保障が行われるべきである。
しかし，障害をもたなくとも雇用が保障されないことが日常的である現今において，精神
障害者は，景気の調整弁として政策上位置づけられるかもしれないし，現にこの国の「就
労支援」施策は（精神）障害者を低賃金・不安定雇用労働者化しようとしているのである。
　その現実を前にしては，もちろん，「人間に値する」雇用を保障せよと運動的に取り組
むことは重要であるが，一方では，「雇用労働ではない働き方」（向谷地教授の言う「協働
労働」等）を制度化しようとする取り組みが模索されるべきなのかもしれない。教授の言
うように，「『精神障害者のみの社会復帰』は，きわめて非現実的」であるからである。
　さらには，発想を180度転換させることも，ある場面では必要なのかもしれない。つま
り，雇用・就労による自活を前提とするのではなく，所得が保障されることが前提である
とする発想の転換である。それは，換言するならば「働かないという選択」をも可能にす
る政策枠組であるかもしれない。「ベーシックインカム（基本所得〔基礎所得〕）」構想が
それである。小沢（2002）は，ベーシックインカム構想を，「就労の有無，結婚の有無を
問わず，すべての個人（男女や大人子どもを問わず）に対して，ベーシック・ニーズを充
足するに足る所得を無条件で支給しようという最低所得保障」38）と定義している。これは，
基本的には所得と労働とを切り離す考え方であり39），小沢（2006）によると，「租税と社
会保障制度を統合するという考え方」40）である。この発想の転換は，精神障害者に対し
てのみならずすべての労働者に対して人間たるに値する生活を保障するためには現実のも
のととらえなければならない段階に来ているのかもしれない。奇しくもと言うべきか，「協
働労働」を提起する向谷地も，前述のように，労働力の商品化による人間疎外という問題
が現代の労働者にとってはますます深刻となっているという見解を示しているのである。
 
38）小沢，［2002］，p.104。
39）小沢，［2000］，p. ２。
40）小沢，［2006］，p.11。
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　では，雇用が保障されれば，または（それに代わる）所得が確保されれば，精神障害者
は「人間たるに値する生活」を必ず営み得るのであろうか。精神障害と言うときの「障害」
には，病気という意味での「障害」と，社会的生活困難という意味での「障害」という二
つの意味がある41）。そしてその両者は別々に存在しているのではなく密接に関連する。つ
まり，精神障害者は「病気をも抱えながら社会的障害状態の中で生活する」存在なのであ
る。したがって，定まった仕事があろうが，所得に不足がなかろうが，地域生活における
支援は必要なのである。この点に関しては，「包括的地域生活支援（ACT）」という概念
と取り組みが示唆的である。高木（2008）は，このACTを，「重い精神障害を抱えて頻
回の入院や長期入院を余儀なくされていた人々が病院の外でうまく暮らし続けていけるよ
うに，様々な職種の専門家から構成されるチームが援助する精神医療・福祉の仕組み」42）
と定義している。そして高木（2008）は，精神障害者の地域生活のためには，「病気その
ものや障害そのものを問題にするのではなく，それらが生活をしづらくしているところに
焦点をあてて支援すべき」43）と主張する。精神障害者の「生活のしづらさ」の原因は障
害だけにあるのではないし病気だけにあるのでもない。さらに言うならば，雇用が保障さ
れても，所得が十分に確保されていても，そのことが「生活のしづらさ」を必ず解決する
とは言えないのである。そうであるから，ACTのような，多職種の連携による地域生活
支援を制度化する必要性が主張されるべきであるかもしれないのである。
　本論においては，精神障害者処遇理念の連続性が一定程度明らかになり，そのことと，
就労支援施策の内容の整理とによって，現在の就労支援施策が，「働くこと」のみによっ
て生活をまかないうるという意味での「十分な」雇用を保障しようとするものであるとは
考えにくいものであることが一定程度明らかになったものと考える。今少し具体的に言う
ならば，現在の日本における「半福祉・半就労」施策は，福祉と就労それぞれの不足する
部分を補い合わせようとするものではなく，どちらも「中途半端な」水準にとどめおこう
とするものであると判断するための一定の資料が提供されたかと思う44），ということであ
る。
　残された課題は，紹介されたところの「新しい労働」「就労についての新しい概念」，「新
たな所得保障の途」，またそれらを精神障害者の具体的な生活場面で実質的に意義あるも
 
41）高木，［2008］，pp.38-39，等。
42）高木，［2008］，p.21。
43）高木，［2008］，p.22。
44 ）もちろん，雇用と福祉とをあわせて「一人前」になればよいと主張しているわけではない。「補い合っ
て一人前」にさえなっていないと述べているのである。
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のとする45）かもしれない「新しい生活支援」の方法，これらがどのように施策に反映さ
れうるかについての政策的方法論の検討である。この点については別論にゆずることとし
たい。
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